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無料市場の画定を巡る諸論点



無料市場の画定を巡る諸論点(川浜・武田要旨)
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• 川浜・武田(RIETI 2017)の優れたサーベイ論文を
手がかりに、無料市場の画定の論点を探る。

• 両面市場モデルの登場：Rochet & Tirole(JEEA 2003,
RAND 2006), Armstrong (RAND 2006), Filistrucchi et al.
(JCLE 2014)

• 無料市場を巡る論争：Newman (UPLR 2015, WULR
2016)

• 市場画定を巡る論争：Kaplow (HLR 2010, IJIO 2015),
Werden (ALJ 2012)

① プラットフォーム事業者が市場支配力を有し、反競争的行動に出る
のではないか懸念される。

② データ集積の規模の経済性が強力な市場支配力を生む。
③ 競争問題とプライバシー、消費者保護が融合して議論される。
④ 市場の揺籃期に技術革新の芽を摘むべきではないという議論もある。
⑤ 規制の前提として、関連市場の画定が前提となる。
⑥ 両面市場では、関連市場の範囲を巡る論争がある。
⑦ プラットフォームの取引型・非取引型で市場画定が異なる。
⑧ 近年は市場画定を不要とする論者もいて論争がある。



品質競争と市場画定
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Posner (Antitrust 2001)
• 仮定的独占者基準は、価格支配力(SSNIP)以外にも、品質・研
究開発等の次元も考えられる。

Willig (JET 1974)
• 品質差はヘドニック法で処理すれば良い。

Hartman et al. (ICC 1993)
• 画像診断装置産業を例にとり、品質競争を用いた仮定的独占者
基準(SSNDQ)を提唱した。

• 4年間で主要な品質を低下させても利益が得られるかどうか。
• 実際にSSNDQが利用された例はほとんど存在しない。

Waehrer (mimeo 2016)
• プライバシーの侵害を品質悪化と捉え、SSNDQに脚光を与え
る。

Newman (2015)
• 無料市場においても、利用者はパーソナルデータの提供という
対価を支払っている。

• 消費者が支払う実質的なコストに基付いて市場画定ができる
(SSNIC) 。



無料サービスと市場画定
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Stucke & Grunes (AS 2015, 2016), Gal & Rubinfeld (NYULE
2015)

• サービスが無料だからといって、市場支配力の弊害から解放され
るわけではない。

• 両面市場における無料サービスでは、サービスの品質を悪化させ
る危険性、プライバシーを侵害する危険性が指摘される。

Gebick & Heineman (SMCL 2014)
• SSNDQを用いて市場画定すべきである。

Newman (WULR 2016)
• SSNICを用いて市場画定すべきである。

Evans (NWULR 2008)
• SSNICの次元として、広告時間(関心)やデータ提供量(プライバ
シー)の増加を考える。

Stucke & Grunes (2016), Shelanski (UPLR 2013)
• いずれも費用の定量化が困難であり、利用者が関心やプライバ
シーを費用と認識しないことが問題視される。



この研究の目指すもの
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• 無料サービスの市場画定について、欧米における競争法実務は、無
料市場の画定を回避したり、一貫性を欠いたりすると指摘される。

• Kinderstart.com LLC v Google, Inc. WL 831806 (2007)では、
検索市場の成立が認められなかった。

• Facebook/WhatsApp事件 (Case No COMP/M.7217, 2014)では、
コミュニケーションアプリ市場とSNS市場とオンライン広告市場の
多面性について明確な判断は回避された。

• しかしながら、無料であることを理由に、市場を画定できず、また、
競争制限的でないと判断することは、過少規制の問題を引き起こす。

• 本論文では、無料で提供されているメッセージアプリを事例にとり、
表明選好法を用いて、消費者選好を評価する。

• SSNICを用いてSSNIPを補強し、無料市場の画定を目指す。
• 単面市場における直接ネット効果も市場画定に織り込み、両面市場
における間接ネット効果の応用にも筋道を与える。
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WEB調査概要



WEB調査の概要
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• 2019年2月、2回のプレテストを
経て、本番テストを実施。

• 目的は、メッセージアプリの利
用動向調査、無料市場を画定す
るための表明選好法調査。

• 有効回答者は908名。
• 年齢・性別で均等に割り当て。
• メッセージアプリの利用に関す
る共通質問の後に、メッセージ
アプリに関する表明選好法質問
10問を実施。

男性 女性

10代 5.20% 12.00%

20代 5.00% 10.50%

30代 6.70% 10.70%

40代 8.10% 7.20%

50代 6.30% 5.90%

60代 10.60% 6.30%

70代 4.30% 1.30%

80代以上 0.00% 0.00%



最も利用するメッセージアプリ
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• あなたが利用しているメッセージ
アプリについて、最も利用してい
るアプリを一つお答えください。

• LINEのシェアが圧倒的。87%が
最も利用。

• 2番手Facebook、Twitterの4％
と大差。

最も利用アプリ アクティブユー
ザー

LINE 86.50% 93.30%

Facebook
Messanger 3.70% 16.40%

Google　Allo 0.20% 0.90%

Skype 2.60% 9.00%

Twitter DM 3.50% 17.80%

Instagram DM 1.50% 14.30%

SnapChat 0.00% 0.60%

WhatsApp
Messanger 0.10% 1.30%

その他 1.80% 7.40%



アプリに入力した個人情報
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• あなたが利用しているメッセー
ジアプリで、アカウント作成時
や、アプリに付属するアプリを
利用するために、アプリ会社に
提供したことのある個人情報に
ついてお答えください。

• メアド76%、電話番号71%が多
く、本名66%、年齢60%、住所
34%、職業30%が続き、クレカ
13%、口座情報8%は少ない。

本名 65.70%

年齢 60.00%

職業 33.00%

住所 33.90%

電話番号 70.90%

メールアドレス 75.80%

そのアプリ以外の
SNSのアカウント

情報
13.80%

クレジットカード
情報 13.10%

銀行口座情報 8.00%

その他 11.80%

全く提供していな
い 7.70%

入力個人情報



1年以内に漏れる確率
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• メッセージアプリの利用に際し
て、アプリ運営会社などからの
情報漏洩を含めて、1年以内にあ
なたの個人情報や、メッセージ
のやり取り内容が洩れる可能性
はどのくらいあると思います
か？

• 回答者37％が50％以上の確率で
情報漏洩が生じると思うと回答。

• 他方で、回答者46％が10％以下
と思うと回答。

漏れない（0%） 12.20%

漏洩確率1% 6.40%

漏洩確率5% 10.00%

漏洩確率10% 17.10%

漏洩確率30% 17.50%

漏洩確率50% 23.00%

漏洩確率70% 5.50%

漏洩確率90% 3.30%

漏洩確率100% 5.00%

1年以内に漏れる可能性



アプリで連絡が取れる人数
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• メッセージアプリで連絡が取れ
る人の人数をお答えください。

• 登録フレンド数が5人未満という
回答者が17％。

• 34％の回答者が10人未満と回答。
• 10人以上25人未満の回答者が
22％。

• 逆にフレンド登録数が50人以上
の回答者が28%を占める。

5人より少ない 17.30%

5人以上10人未満 16.90%

10人以上25人未満 21.60%

25人以上50人未満 16.40%

50人以上100人未
満 13.20%

100人以上300人未
満 9.80%

300人以上 4.80%

フレンド登録数



登録しているフレンズと社会的距離
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• メッセージアプリでやり取りを
している相手(「友達」「フレン
ド」登録している相手）につい
て、あてはまる人をすべてお答
えください。

• 一番多いのは、現在のプライ
ベートな友人で、登録率は88%。
同居家族の登録は70％。

• 社会的距離平均値は、小さい数
値ほど回答者にとって重要。

• 同居家族の社会的距離の8が最も
小さく、現在の友人・知人は27。

• 過去の友人・知人は55。

社会的距離平均値

同居家族 70.00% 7.56

別居の家族・親族 55.00% 11.06

恋人 16.20% 22.71

現在やり取りのあ
るプライベートな

友人
87.80% 13.76

過去にやり取りが
あったが今はあま
りないプライベー

トな友人

41.30% 33.23

現在やり取りのあ
る仕事・学校上の
友人・知人

59.10% 26.69

過去にやり取りが
あったが今はあま
りない、または名
刺交換程度の仕
事・学校上の友
人・知人

21.40% 54.51

その他 2.10% 51.24

登録しているフレンド属性
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表明選好分析



表明選好調査選択肢
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表明選好調査属性

16

属性 水準

価格：
4水準

• 「1000円」
• 「500円」
• 「100円」
• 「0円」

やりとりしたメッセージの内容を含め、アプリ提供会社か
ら情報が1年以内に漏れる確率：
4水準

• 「0％」
• 「1％」
• 「10％」
• 「30％」

アプリ提供会社に渡す情報の種類(アカウント作成時に入
力する情報）：
0含む5水準(情報を入力する場合、「本名と住所」入力が
必須。
「メアドと電話番号」「クレジットカード情報または銀行
口座情報」は、「本名と住所」に加えて必要。

• 「なし(ID・パスワードのみ）」
• 「本名と住所」のみ
• 「本名と住所」＋「メアドと電話番号」
• 「本名と住所」＋「クレジットカード情報または銀行口
座情報」

• 「本名と住所」＋「メアドと電話番号」＋「クレジット
カード情報または銀行口座情報」

プラン設定の変更により、利用しなくなると想定される
人：
0含む8水準

• 「なし」
• 「同居家族」
• 「別居の家族・親族」
• 「現在やり取りのあるプライベートな友人」
• 「過去にやり取りがあったが今はあまりないプライベー
トな友人」

• 「現在やり取りのある仕事・学校上の友人・知人」
• 「過去にやり取りがあったが今はあまりない仕事・学校
上の友人・知人・名刺交換程度の仕事・学校上の友人・
知人」

• 「恋人」



ランダム効用理論
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• 消費者iが設問tにおいて選択肢jを選ぶ。
• αiはメッセンジャーを利用する効用。
• βiは、全て負値が予測されるが、正値に符号を変換。
• εijtは、第一種極値分布。

• LEAKは「1年以内に情報漏洩が生じるリスク」、NAMEは「本名及
び住所」、MAILは「メールアドレス」、FINは「クレジットカード、
ないしは銀行口座」を情報提供するダミー変数、PRICEは月額利用
料金を表している。

• DROP(=100-SOC)は、サービスを利用停止する人達に、回答者が
主観的に想定する社会的距離。SOCは回答者に1から100の数値で回
答させた社会的距離。

!!"# = #$%&,! + %()*+,!&'()"# + %,*-),!*(+'"# + %.*!/,!+(,&"# + %0!1,!-,*"#
+ %2345,!./01"#+%63!7)1/,2'"# + 3!"# 



ランダム・パラメータ・ロジット・モデル
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• RPLモデルの推定において、価格以外のパラメータ分布に正規分布
を仮定し、300回のHalton Drawを用いて、Maximum Simulated
Likelihoodの最適値を探した。

• 回答者は、コンジョイント型設問を10問ずつ回答しているので、パ
ネルデータとして推計。

• 月額利用料金PRICEにかかる係数を除き、βiが互いに相関のある多
変量正規分布を想定。

• 全てのランダム・パラメータ平均値が予想通りの符号で1%水準で統
計的に有意。標準偏差についても、すべて1％水準で統計的に有意。

• αiはメッセンジャー利用のWTPで781円と推計。
• 情報漏洩確率が10％上昇するごとに月額167円の便益低下。
• 「本名・住所」を提供することで月額76円の便益低下。
• 「電話番号・メアド」を提供することで月額109円の便益低下。
• 「金融情報」を提供することで月額323円の便益低下。
• 社会的距離が1単位近い利用者が利用をやめる便益低下は38円。



RPLモデル推定結果
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RPLモデル、正規分布、コレツキ-相関あり、ハルトンドロー100回

Mean S.E. S.D. S.E. WTP

α (USE) 2.3803 0.0220 2.7845 0.0241 ¥781.30

LEAK 0.5094 0.0047 0.4349 0.0058 ¥167.20

NAME 0.2311 0.01090 0.3119 0.0191 ¥75.84

MAIL 0.3315 0.0102 0.2301 0.0203 ¥108.80

FIN 0.9844 0.0100 0.1488 0.0254 ¥323.10

DROP 0.1164 0.0104 0.0966 0.0225 ¥38.21

PRICE 0.3047 0.0014 - - -

McFadden Pseudo R2 0.3037
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単面市場の需要代替性分析



5%の追加課金による選択確率変化
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• 直接ネット効果の存在しない単面市場の需要価格弾力性を推定。
• ベース価格として、
P(利用|価格=0, 個人情報提供=平均値, 情報漏洩リスク＝平均値)
=P(利用|価格＝X, 個人情報提供＝なし, 情報漏洩リスク＝なし)
となるような価格Xを計算。

• Xは、個人情報提供と情報漏洩リスクを前提に無料サービスを利用す
るのと、個人情報提供、情報漏洩リスクがない場合に有料サービス
を利用するのが無差別になる実質的コスト負担額。

• 個人情報提供と情報漏洩リスクの平均値に関して、回答者が実際に
提供している個人情報項目の平均値を挿入。

• NAMEが 0.6784 、MAIL が 0.8447 、 FIN が 0.1486 、 LEAKが
0.3082。

• これらにβiの平均値を掛け合わせて合計することにより、利用者の
実質的な効用低下を算出。

• これをPRICE係数で除して、個人情報提供や漏洩リスクに対する利
用者の実質的負担コスト負担額を計算。

• その結果、平均的な個人情報提供の金額は706.7円/月。この金額を
メッセンジャー利用の現状価格として用いる。



5%の追加課金による選択確率変化
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• 続いて、需要価格弾力性を求める。
• 実質的負担コスト負担額＝706.7円/月の時、選択確率を計算すると
0.7151。

• SSNICを適用したシミュレーションとして、主観的費用706.7円の
5％にあたる35.34円を追加課金した場合の選択確率を計算すると、
同値は0.6927へと低下。

• 初期選択確率0.7151からの下落率は0.0314(=[0.6927 - 0.7151]/
0.7151）。

• 5%の価格変化に対して-3.1%程度の選択確率の低下となるため、需
要価格弾力性は0.6280(=0.0314/0.05)。



直接ネット効果を考慮した選択確率の変化
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• メッセージアプリでは、自分以外の利用者が増えることで、アプリ
の利用価値(効用)が増える直接ネット効果が働く。

• 利用をやめる人たちが出てきた場合に、アプリ利用の効用がどの程
度低下するかをDROP変数で表した。

• 5％の課金による選択確率の変化は-3.1%なので、平均的社会距離の
登録者の3.1%の人がサービスを利用しなくなると考える。

• 連絡先として登録している人数の中央値は74人、その社会的距離の
平均値は66.4。

• 「登録者の中央値(74人)×サービスを止める比率(0.0314)×脱落者の
社会的重要度(66.4/100)」を計算して、その数値をネットワーク規
模の低下としてDROP変数に外挿。

• 計算の結果、選択確率は合計で0.6533へと変化。
• 従って、初期選択確率からの変化率は0.08642(=[0.6533 -
0.7151]/ 0.7151) 。

• 直接ネット効果を考慮すると、5%の価格変化に対して-8.6%の選択
確率の低下が得られ、需要価格弾力性は1.728(=0.08642/0.05) 。
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両面市場の需要代替性分析



両面市場の需要代替性分析
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• 無料サービスが提供される背景には、両面市場の有料サービスでマ
ネタイズできるため。

• 無料サービスの利用者数が増大すれば、間接ネット効果を通じて、
別市場から得る収益が増大する。逆も真。

• 無料市場のネット規模が小さくなり、有料市場での収益力が低下す
れば、無料市場のサービスの質を低下させるか、無料市場を有料化
するなどして、収益の補填をしなければならない。

• 直接ネット効果の影響計測と同様に、最初に個人情報収集と漏洩リ
スクに対する実質的負担コスト706.7円/月の5％を最初の価格引き
上げとして想定。値上げされた価格は742.0円。

• 5%値上げによる選択確率の低下は、直接ネット効果の計測と同様。
さらに、間接ネット効果を通じて、当該市場におけるネット規模の
減少が、別市場へのネット効果の減少を引き起こし、それが元の当
該市場へ反響すると仮定する。



両面市場の需要代替性分析
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• 当該市場の5％値上げ分の利用者が減少する結果、その分だけ、別市
場の収益力が低下し、減収分を当該市場で補塡すると仮定する。

• 最初の5%値上げと直接ネット効果により、8.6％のネット規模の縮
小が起きる。

• 742.0円の8.6％をメッセージアプリの市場で補塡するため、63.82
円分の追加値上げをする。

• この追加課金によって利用者の効用は一層低下し、さらなる選択確
率の低下につながる。この時の選択確率を計算した結果は-0.6378。

• 「現状」からの選択確率の変化率は0.1081(=[0.6378 - 0.7151]/
0.7151)。

• 最初の5%の値上げに対して、直接ネット効果および間接ネット効果
を考慮すると、10.8%の選択確率の低下。

• 需要価格弾力性は2.162(=0.1081/0.05)となる。
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• 推定された需要価格弾力性を基に、直接ネット効果の存在しない単
面市場、直接ネット効果の存在する単面市場、間接ネット効果の存
在する両面市場の画定を行う。

• 無料のメッセージアプリを個人情報提供の実質的負担コストで換算
すると706.7円。この金額を起点として、5％の値上げがどれだけの
選択確率の減少を引き起こすかを計算した。

• メッセージアプリ市場だけに注目した単面市場の需要代替性分析を
行った。5％の追加課金による選択確率の低下で定義される需要価格
弾力性は0.628。

• 仮想的独占者のマークアップ率が分からないので、仮に実際のマー
クアップ率がこの水準よりも小さければ、当該市場を関連市場とし
て画定できる臨界的マークアップ率は、1.492(利潤極大化の場合)～
1.542(売上高一定の場合)。取り得るマークアップ率の範囲は0以上
1以下なので、同サービスは常に関連市場として画定できる。
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• 次に、直接ネット効果を考慮に入れた需要価格弾力性は1.728。臨
界的マークアップ率を計算すると、0.479(利潤極大化の場合)～
0.529(売上高一定の場合)。

• 従って、マークアップ率が0.479～0.529よりも小さければ、同サー
ビスを関連市場として画定できる。

• 最後に、直接ネット効果に加えて、間接ネット効果を考慮した結果、
需要価格弾力性は2.162。臨界的マークアップ率を計算すると、
0.363(利潤極大化の場合)～0.413(売上高一定の場合)。

• 従って、マークアップ率が0.363～0.413よりも小さければ、同サー
ビスを関連市場として画定できる。
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需要価格弾力性 利潤極大化 売上高一定

直接ネットワーク効果のない単面市場 0.628 1.492 1.542

直接ネットワーク効果のある単面市場 1.728 0.479 0.529

間接ネットワーク効果のある両面市場 2.162 0.363 0.413

臨界的アークアップ率


